ニホンテキシタウケセイ ノ ヘンカ ニ カンスル ヨビテキコウサツ by 黒瀬 直宏
白鴎大学論集Vo1．9No．2（1995）23－50
論　文
日本的下請制の変化に関する予備的考察
黒　瀬直　宏
はじめに
1．日本的下請制の理論的把握
　1．日本的下請制の一般的規定一「購入寡占下の管理化・準内部化された
　　　外注関係」
　2．日本的下請制維持のメカニズムー管理メリット・管理力と従属の“メ
　　　リット”
H．日本的下請制の具体的特徴
　1．特定親企業への高い依存度
　2．長期継続的・情報共有的関係
　3．見積もりのコスト・ブレイクダウン方式
　4．多層的な取引構造
　5．サブ・、アッセンブリー型下請企業
皿．日本的下請制の変化
　1．低成長期～平成不況前までの変化
　2．平成不況による激変
　　（1）下請企業の大再編成
　　①下請企業の大幅切り捨て
　　　②重点企業のピック・アップ
　　③合併による集約化
　　　　　　　　　　　　　　一23一
黒瀬　直宏
（2）アジア価格の形成
（3）下請制激変の基本的要因一東アジアを中心とする海外部品調達シス
　テムの急速確立
（4）下請制の変化に関する仮説
①大企業のシフトの方向一「無人化高付加価値産業」、
②中小企業のシフトの方向一「オーダーメイド型高付加価値産業」
③日本的下請制の崩壊
はじめに
　日本の下請関係は，わが国経済の根幹をなす経済制度の一つである。支配
・従属的な企業間関係という問題を孕む一方，わが国の強い国際競争力の源
として注目を浴び，外国でもそのシステムの導入が図られてきた。その下請
制が激変の最中にある。自動車，家電等の大量生産型産業の失速と海外展開
により大規模な下請再編成が展開されている。下請再編成は過去何度も行わ
れてきた。しかし，今回の再編成は，日本的下請制の制度的特徴をも変化さ
せると思われる。従来の下請制が崩壊し新たな企業問関係への移行（transi－
tion）が始まったのである。
　そこで本稿では，次の順序で下請制の変化を把握するための予備的考察を
行う。
　①日本的下請制を理論的にどう把握するか，②日本的下請制と言われる具
体的特徴は何か，③現在，下請制はどのように変化しているか，である。③
では平成不況下の下請制変化の主要局面を，下請企業の大幅切り捨てを核と
する下請大再編成とアジア価格の形成と捉え，この変化をもたらした主要因
として，東アジアを中心とする部品調達システムの急速確立を指摘した。そ
して，アジア大での社会的分業形成に伴う日本産業の分野シフトが，日本的
下請制を崩壊させるという仮説を提示した。
　但し，本稿は以上に関し詳細な論理展開にまでは踏み込まず，基本的なポ
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イントを示すにとどめている。今後状況はさらに大きく展開すると思われ，
本稿は中間での一応のとりまとめという位置づけにせざるをえないからであ
る。
　なお，下請関係は種々の産業で見られるが，ここでは機械産業における下
請制を対象に論を進める。
1，日本的下請制の理論的把握
1．日本的下請制の一般的規定一「購入寡占下の管理化・準内部化された外
　　注関係」
　機械産業における下請制は日本にだけ見られる現象ではない。高度に発展
した資本主義各国の自動車産業，電機・電子産業等で下請関係は存在する。
では各国共通に存在していると認識されているその実体は何か。
　それは「購入寡占下の外注関係」ということである5
　まず，下請取引とは，企業問の取引のうち市場性ある商品の取引ではなく，
外注取引を指している。だが，外注取引一般を下請取引とは言わない。外注
する企業が外注を受ける企業に対し優位に立っており，種々の支配力を発揮
している場合を下請取引と言っている。その支配力の源泉は，購入寡占にあ
る。すなわち，買い手（外注発注者）側は少数で，売手（外注受注者）側が
多数という市場状態が，非対等な企業問関係の根源である。購入寡占の立場
にある者が生産の集積・集中を基盤とする寡占的大企業の場合に支配力は最
も強力で，この場合に下請制の制度的特徴がはっきり現れる。
　従来から下請制を「対等ならざる外注関係」とする見解がある（北原1955〉。
渡辺幸男氏もこの規定を採用し，次のように述べている。
　「理論的視点からもっとも要約的に下請関係を表現するならば，それは資
本主義の独占段階での対等ならざる外注取引関係であるといえる。すなわち，
独占資本による非独占資本収奪の一形態なのである。」（渡辺1983）
　この規定で問題になるのは「対等ならざる」の内容である。これは，渡辺
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氏の規定に見られるように不等価交換・収奪を指しているが，「対等ならざ
る」の内容をこの点に絞り込んでしまうと下請制の多様な内容，例えば，日
本の下請制のように，下請制は問題を孕みつつも高い効率を発揮する企業間
関係でもありうるという事実を視野に収めにくくなる。そこで，我々はとり
あえず，「対等ならざる」関係をもたらす枠組みに着目して下請制を「購入
寡占下の外注関係」と規定するのである。
　各国の下請制は「購入寡占下の外注関係」という点では共通しているが，
その具体的な企業間関係は異なっている。したがって， 日本的下請制の特徴
を示すには「購入寡占下の外注関係」が日本でばどのような企業問関係とし
て現れているのかを述べなくてはならない。
　日本的下請制における企業間関係を考える上で参考になるのは，今井賢一
氏らの研究である。
　今井氏らは，資源配分の形態を市場メカニズムよるものと組織によるもの
とに二分した上，両者の原理が相互に浸透した中間組織の広範な存在を指摘
する。市場という場での資源配分のメカニズムには市場の原理だけでなく，
組織の原理がかなり入りこんでおり，企業内の資源配分には組織の原理とと
もに市場の原理が使われているというのである。
　日本の下請系列はモノの配分に関する中間組織の例とされる。下請系列は，
取引の決定原理という点からみるとダ個々の企業の利害に基づく決定権を弱
めて，親企業の権限による決定というプロセスが入り込んでいる。つまり，
市場取引における参加者各人の決定原理は「価格，ないしそれに準じたシグ
ナルを主な情報媒体とする，各人の個人的利益・効用の最大化を原理とする
自由な交換」であるが，下請系列には「権限による指令」という組織内取引
における決定原理が入り込んでいる。また，下請系列のメンバーシップは固
定的・継続的色彩を強く持っている。市場取引におけるメンバーシップの原
理は「自由な参入・退出」だが，下請系列には「固定的・継続的関係」とい
う組織内取引の原理が入り込んでいることになる（今井他1982p．135～159）。
　今井氏らの立論の目的は，中間組織という切り口から日米の企業システム
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の比較を行うことだが（例えば，日本でのモノに関する企業間取引はアメリ
カに比べ組織原理の適用が多いという結論〉，同時に下請系列を中間組織と
捉えることにより下請系列と市場取引における企業問関係の差を示し，下請
系列について重要な示唆を含むものとなっている。
　また，中村精氏も「垂直統合と社会分業との間に中間領域が存在する。こ
の中間分野は親企業の調整政策の対象であり，グループ内コントロールのも
とにある。ただコントロールの度合いの幅は広い。この統合形態を準垂直統
合と呼ぶ」（中村1983　p．8）とし，さらに「下請制は準垂直的統合の一種
として，垂直的統合と社会的分業の中間に位置し，両形態の長所を行使しう
る」　（同　p．52）とされた。
　三井逸友氏の次の見解も注目される。
　下請制は『市場を媒介とした個々の企業間の関係でありながら，全体とし
てはあたかも一個の「生産力」と見なせるほど一体的で，労働力と生産手段
の合理的合目的な配置を持ち，統一的な「指揮」の下にあるものとして機能
する。しかしまた，それは個々の所有の下にあり，個別の資本・賃労働関係
の集合でしかない。そのなかにおいて，直接的な結合や介入に必ずしも依る
ことなく，「競争を通じての管理」が逐行され，全体として集団に組織され
る企業群が，「統制」controlされていくという仕組みにこそ重要性がある』
とする。
　さらに，効率性と問題性という下請制の二面性にも言及し，この機構（下
請制）は生産的に合理的であり，その意味では生産の集積を基礎とする集中
の一形態たりうるし，それ故，中小企業にとって相対的に安定した市場の確
保と生産力の発展に見合う技術の向上条件の供与にもなる。しかし，同時に
成果の不公正な配分，優越的地位の濫用，バッファー的利用，賃金格差の定
着・拡大の諸問題も条件に応じて生じうる，とされる（三井1991p．143）。
　効率性と問題性の二面性の指摘も重要だが，ここでは下請制が個々の独立
した企業間の関係でありながら全体としては一体的に統制されているという
指摘に注目したい。
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　港徹雄氏はこの統制が企業に対する所有権を通じて遂行されるのではない
という点を重視して，日本の「系列」の本質は「所有なきコントロール」に
あるとされている（港1993）。端的で明快な規定である。
　依拠する理論や重点の置き方は異なるが，各論者とも「日本的下請制にお
いては，親企業が所有面で独立している外注先企業を管理し，準内部組織化
している」という認識で共通している。我々はこれを端的に「外注関係の管
理化・準内部化」と呼ぶことにする。日本的下請制の特徴は，本来市場を通
ずる分業関係である外注関係が，親企業により管理され，その結果として親
企業の準内部組織になっているという点にある。
　以上で述べた「購入寡占下の外注関係」という規定と「外注関係の管理化
・準内部化」という規定を総合したのが日本的下請制の規定になる。
　「購入寡占下の外注関係」は下請制の枠組みに関する一般的規定で，これ
は各国共通である。「外注関係の管理化・準内部化」は日本的下請制におけ
る企業間関係の特徴を示す規定である。
　この両規定の総合，すなわち，「購入寡占下の管理化・準内部化された外
注関係」というのが日本的下請制の規定である。
2．日本的下請制維持のメカニズムー管理メリット・管理力と従属の“メリ
　　ット”
　日本の下請制は大きく変化しつつある。その変化を捉えるためにも，上で
規定した日本的下請制の維持のメカニズムを把握する必要がある。「維持の
メカニズム」とは，下請制がなぜこういうものとして成立し，維持されるの
か，その仕組みはどういうものか，ということを指す。
　下請制維持のメカニズムの第一の要因は，購入寡占企業の下請企業に対す
る管理メリットと管理力である。管理メリットがなければ支配の動機が生じ
ないし，動機があっても管理力がなければ下請制は維持されない。
　管理メリットについてはすでに多くの論者が指摘しているところである。
購入寡占企業は，下請企業に対し内部組織であるかの如く，コストダウン，
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J　I　T納入，研究開発への参加等を要求できる。しかし，下請企業が所有面
で独立している以上，資本投下は節約できるし，景気のバッファーとしても
利用できる。要するに安い費用で下請企業の低コスト，技術力を全面的に利
用できる。
　購入寡占企業の管理力は，下請企業間の競争が激しくなるほど強まる。そ
こで購入寡占企業は下請企業間の競争を増幅させる。すなわち，購入寡占企
業はMake－or－buyの決定を通じて下請企業を親企業との競争に追い込む。
また，Multiple－Source　Policyにより下請企業同士を競争させる。こうして，
『下請中小企業の競争は，彼ら自身の「自由な競争」ないし「過当競争性」
だけではない。それは親企業＝寡占・大企業による「操作され管理された競
争」（いわば，manipulated　and　administered　competition）であり，はるか
に増幅された競争性である』ということになる（佐藤1976p．159）。この
ように購入寡占企業は，言わば，購入寡占による自然的な支配だけでなく，
下請企業の競争を操作し，競争を増幅することにより下請企業の管理へと進
む。
　競争操作による下請企業管理は各国の下請制に共通のものだが，特に日本
では有効に働く。日本では，下請企業数は多く，下請企業は同一の親企業と
取引している他の下請企業と競争関係に置かれているだけでなく，当該親企
業と取引する可能性のある他の下請企業と潜在的な競争関係に置かれている。
親企業はこの下請企業問の潜在的競争関係を利用することにより現在取引し
ている下請企業問の（顕在的）競争を増幅させることができる。また，日本
では下請企業の親企業への一社依存度が高く，親企業との取引を絶たれる損
失は極めて大きい。そのため「親企業との競争」に関し不利な立場にあり，
下請企業間の競争（顕在的，潜在的）にも過剰に反応せざるを得ない。その
ために日本的下請制における親企業の管理力は特に強い。
　下請制維持の第二の要因は，下請企業の従属の“メリット”である。
　購入寡占企業が下請企業を管理するといっても，下請企業は所有面で独立
している以上，購入寡占企業の管理から脱出する自由はあるはずである。脱
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出が続けば購入寡占は崩壊し，上で述べた購入寡占企業の管理力も消滅する。
下請企業の脱出が続かないのは従属の“メリット”があるからである。
　市場参加者の条件は売れる物を持つことである。しかし，すべての参加者
が市場性のある製品を作れるわけではない。そういう価値実現力のない市場
参加者には，対等でなくても販売が確実な外注取引はメリットがある。寡占
的大企業は市場性のある製品を持ち，市場支配力も強いから，下請企業の生
産物の価値を最終的に実現する能力を持っている。また，潜在的には市場性
ある製品を作る能力を持つ企業でも，自主販売のリスクのため，長期的にみ
て外注取引の方が期待利潤率が高いと判断すれば，価値実現力の強い企業と
の非対等な外注取引を受容するだろう。
　購入寡占企業と下請企業との価値実現力格差は，市場性ある製品を作れる
能力の有無という生産力構造の差に由来する場合，また，販売能力・市場支
配力の差に由来する場合とその程度に差はある。しかし，いずれにしろ，こ
の格差に起因する従属“メリット”が，購入寡占という枠組みを維持し，下
請企業に購入寡占企業の管理を受容させることになっている。
　価値実現力格差に起因する従属“メリット”は下請制一般に共通するもの
だが，日本では細分化された工程に特化し，生産物の市場性獲得に特に困難
な中小企業が多いだけに従属“メリット”は大きい。さらに，日本的下請制
の場合にはこれに加えて，親企業からの技術移転というメリットがある。準
内部組織化し，継続的に取引している下請企業の技術力を高めることは親企
業製品の品質向上，原価低減に直結する。下請企業の方も生産性上昇による
利益の一部を得られるし，下請企業問での競争にも優位に立てる。そのため，
親企業・下企業問で技術ノウハウの移転が行われる。この技術移転メリット
も日本の下請企業の従属“メリット”を強めている。
　以上のような，購入寡占企業側の管理メリットと管理力，下請企業側の従
属“メリット”がそれぞれにおいてヨリ強く働くことにより日本的下請制が
維持されてきた。
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五．日本的下請制の具体的特徴
　次に，1でも断片的に触れた日本的下請制の具体的特徴を整理する。念頭
に置いているのは高度成長期に確立した日本の下請制である。既に述べたよ
うに，日本の下請制の特徴は「外注関係の管理化・準内部化」にあるから，
特徴の整理もこの点に焦点が置かれる。
　但し，ここでは，幾つかの先行研究を基に，特徴を箇条的に整理するにと
どまる。
1．特定親企業への高い依存度
　下請比率が80％以上で～位の親企業への売上依存度が75％以上の専属型下
請企業の比率は1982年は37．7％，88年は32．9％も存在する（商工中金調査部
1989）。
　低下はしているがこの比率は国際的にみれば極めて高い。
　港徹雄氏の調査によると，1985年において米国の機械関連下請企業では取
引先が50社以上が67％を占めている（港1989　p．5）。
　また，機械振興協会の調査研究（機振協1992）によると，次のとおりであ
る。
　「アメリカの下請企業は取引への仕事依存度を低めに維持するのが一般的
であり，20％程度にとどめるのが通例である。」（機振協1992p．89）
　フランスのブザンソンでの調査では1社依存度の天井を25％とする下請企
業が多かった（機振協1992　p．108）。
　イギリス・南ウェールズ地方での調査では「調査した下請企業の多くが，
特定の発注元1社への売上依存度を出来るだけ低めようと努めている。パー
センテージで言うとフランスで調査した傾向同様，最大限20～30％以下に抑
さえようとしている。従って，発注元が10社以上になるケースも少なくない。
発注元の分散をはかるだけでなく，発注業種（産業部門）も出来るだけ分散
し，偏らないよう努力している。」
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　但し，日系トランスプラント（家電メーカー）と取引している下請企業の
中に，日系企業との取引率を高める傾向が見られた（日系カラーテレビセラ
トメーカーのあるサブアッセンブリー下請企業は売上依存度が78％に達する
等）（機振協1992　p。161）。
　日本で専属型下請企業が多いのは，60年代の高度成長期に親企業が生産能
力確保のために専属型下請企業を増加させたこと，下請企業の方も当時は自
ら取引先を開拓する力はなかったから特定親企業との取引割合を拡大し，取
引の安定を図ったためである。これにより親企業は下請企業に対する管理力
を強める一方，同時にその経営維持に一定の責任を持つという関係が成立し
た。これは，外注取引関係の準内部組織化の重要な要因である。
2．長期継続的・情報共有的関係
　日本の機械産業大企業の外注率は高く，重要部品も下請企業に発注する。
したがって，日本では親企業が下請企業と初めて取引を開始する場合，技術，
生産管理，品質等に関して厳しい審査を行う。それをクリアーして取引が開
始された後も，親企業は技術指導，設備貸与，人材教育，情報提供等により，
下請企業の品質，生産性の引き上げを図る。特にかつてのように親企業と下
請企業の問に大きな技術力格差がある場合は，親企業の指導が不可欠であっ
た。したがって，親企業は下請企業を育てつつ取引を行うことになり，取引
は長期継続的となった。また，今日のように下請企業の技術水準が高まって
も，親企業は技術上の課題を解決するためには，自社の事情をよくわかった
下請企業が必要だから継続的関係を保とうとする。下請企業側は安定した継
続取引は望むところであるし，技術面での要望に応じることは親企業の競争
力を強め，将来的に自社の売上増に結びつくという観点から積極的に協力す
る。
　こうして，両者ともに，一取引では終わらない長期継続的な関係を維持す
ることが利益となる。そして，その関係は製品の受渡しだけでなく，技術を
初め，種々の情報を共有する関係となる。
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　これに対し，ヨーロッパでは下請関係は基本的に不特定企業間で形成され
る。これは受発注の具体的な方式を比較するとわかる。
　日本では長期継続的な取引関係により，親企業と下請企業の間及び下請企
業どうしの間での生産の分担関係が大体固定化する。新部品が発注される場
合でもそれぞれの生産分担企業に引き合いが出され，下請企業側からの価格
見積書をベースに協議が行われ，受発注が決定されていく。
　それに対し，フランス・ブザンソンでの調査は，下請企業の受注に至るま
での過程について次のような例を報告している。
　①発注元による数社から数十社までの下請企業に「問い合わせ」または
　　「入札呼びかけ」が行われる。
　②下請企業による見積書送付。
　③発注元による見積もりの検討・決定。
　④下請企業への発注書の送付。フランスでは業者が提示した見積もりで客
　　が発注すると，その発注書は商業的な契約と見なされる（機振協1992
　　P．109～110）。
　この例は下請関係が基本的に不特定企業間で形成されることを示している。
また，この場合は親企業・下請企業間に見積もり（価格）に関する単純な関
係があるだけである。欧米では契約は単年度単位だが，問題が生じなければ
自動的に契約は更新される（単価については材料費の変動を除いて改定され
ることは少ない）。したがって，取引が長期に続くこともあるが，親企業と
下請企業の間には情報共有的な関係はない。そのため，池田正孝氏の言葉を
借りれば両者の間に「関係の発展」（中小企業金融公庫1993p．2）がない
し，長期継続的関係を形成する要因も生じない。
　さらに，こうして形成された長期継続的取引については次のようなメリッ
トがあることを注目すべきである（港1984）。これらのメリットがまた長期
継続的取引を維持する要因となっているのである。
　①情報コストの節約効果が大きい。
　②技術の習熟をもたらし，下請単価の継続的引下げを可能にする。
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③親企業と下請企業間の独特のリスク分担一短期の変動は下請企業が吸収，
　それを親企業が長期的に補填。
　取引が特定の企業と繰り返されること，企業間の関係が単に製品の売買関
係だけでなく，情報共有的関係になること，こういう企業間関係は組織のメ
ンバーシップと似かよっており，外注関係の準内部組織化を示すものである。
3．見積りのコスト・ブレイクダウン方式
　欧米での見積要求は，上の例のように，基本的に競争入札（Bidding）の
原理に基づいている。下請企業はコストテーブルを明らかにすることなく見
積もり結果のみを提示し，発注元はその価格をみて選択する。
　日本では，親企業の見積もり要求に対し，下請企業は材料費，加工方法・
加工時間，時問単価，外注費，金型代，梱包費，運送費，管理費等に詳細に
ブレークダウンして呈示する。これを見れば親企業は下請企業の作業方法な
どを検討することができる。親企業は製品の目標価格を企画段階から設定し，
それに応じて部品についても目標価格が立てられている。そこで，親企業が
期待した見積もりが出ない場合には，機械設備や作業改善まで提案し，下請
企業と協議しつつ要求する価格に近づける（池田1993p．2，機振協1992
P．76）。
　この場合には下請企業の工程は親企業の管理下にあり，親企業の社内の一
工程という性格に近づいている。外注先企業の工程の準内部組織化である。
　なお，親企業・下請企業の長期継続的関係の1側面を示すものだが，日本
では1取引単位でみれば赤字受注に近くとも，将来，あるいはトータルの受
注で利益を出すという考え方が浸透している。競争入札（Bidding）方式の
欧米では，下請企業が赤字になる仕事をうけるということはあり得ない（機
振協1992P．76～77）。
4．多層的な取引構造
　日本では一次から数次にわたる再下請の利用が一般的で，階層的な下請組
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織を形成している。このような多層的構造が形成されていないアメリカでは，
クライスラーは4，000社，G　Mは12，500社の下請企業と直接取引している。
それに対し，日本のカーメーカーは外注比率が高いにもかかわらず，直接取
引する下請企業は300社以内にすぎない（港1984）。それはこの一次下請企業
がさらに二次下請企業を利用することにより，仕事がこなされているからで
ある。近年変化が見られるが，従来については再下請の利用は拡大してきて
おり，下請企業一社あたり平均再下請企業数は82年の21．7社から88年には26．
6社へと増加した（商工中金1989）。
　全体としては膨大な数の下請企業が生産に参加しているが，階層的な下請
組織のためにそれぞれのレベルでの親企業が少数の下請企業を管理すればよ
く，それによって取引企業間の密接なコミュニケーションと取引費用の節約
が可能となっている（港1989）。
　この階層構造は，頂点に立つ寡占的大企業が直接取引する下請企業だけで
なく，二次下請企業以下の膨大な数の下請企業も，間接的に準内部組織化し
ていることを意味する。
5．サブ・アッセンブリー型下請企業
　日本独特の親企業と下請企業との間の「関係の発展」によって成立したの
がヨーロッパには見られないサブ・アッセンブリー型下請企業と言われてい
る（機振協1992p．133）。エレクトロニクス製品でいうと，サブ・アッセ
ンブリー型下請企業とは下図のユニット部品を作る企業である（池田1992）。
購買部品
ユニット部品
非ユニット部品
回路部品、半導体素子、ブラウン管、スピーカー、複写機
のトナー等
プリント回路基板実装、メカニカル・コンポーネント等
プラスチック成形品、金属プレス製品、ゴム製品等各種
　このサブ・アッセンブリー型下請企業は1960年代後半に家電，自動車産業
等加工組み立て型産業で広く一般化し，オイルショック以降の低成長期に多
品種少量生産が進展するとともに本格的に成長した（池田1993　p．9）。ヨー
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ロッパ進出の日系企業はユニット部品の現地調達が不可能なため，内製か日
系部品メーカーからの調達せざるをえないと言われている（池田1992）。
　サブ・アッセンブリー型下請企業は，もともとは親企業工場の工程であっ
たサブ・アッセンブリー工程が下請企業に移管されて発生した。したがって，
サブ・アッセンブリー工程を準内部的に管理する必要性は極めて高い。この
ような日本独特の下請企業のタイプは日本的下請制の結果でもあるが，一度
発生すると，日本的下請制を維持する要因としても作用する。
　以上の1～5は今井賢一氏らの言う「組織内取引の原理」，すなわち，
「権限による指令」と「固定的・継続的関係」が日本的下請制の企業関係に
色濃く貫かれていることを示す。だが，下請企業はこの従属によって安定的
な取引の確保，技術の向上といったメリットを得られる。したがって，従属
を積極的に肯定した上，率先して親企業に協力することにもなる。このよう
な好循環が続くと，日本的下請制は，親企業の管理と下請企業の自発性がう
まく調和して高い効率を発揮することになる。
皿．日本的下請制の変化
　1，nは高度成長期に確立した日本的下請制を念頭に置いた規定であり，
その具体的特徴である。この下請制も低成長期に突入するとともに変化を始
めた。以下では，低成長期以降，今日にいたるまでの下請制変化のポイント
を箇条的にまとめる。
1．低成長期～平成不況前までの変化
　この時期は，中小企業へのM　E技術の浸透，円高不況をきっかけにする中
小企業の開発志向化により，下請企業の技術水準が大きく高まった。その一
方，低成長化により従来のように座して受注が得られるという状況はなくな
り，下請企業も営業を戦略的に展開する必要が生じた。
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　技術水準を高め，売れる製品・売れる生産技術を獲得し，さらに営業力も
身につけた下請企業の中から脱下請化をする企業が現れた。これらの下請企
業は，価値実現力を高めたため従属のメリットより自立のメリットを高く見
たのである。これらの中小企業は，自らが親企業となって新たに下請関係を
形成することになる。
　脱下請化しなくても，親企業を多角化する下請企業，また，親企業から一
方的に指示を受けて生産するのではなく，親企業へ提案する能力を持つ下請
企業が現れた。
　これらにより，従来のピラミッド型の下請分業構造に変化が現れた。渡辺
幸男氏の「山脈構造論」（渡辺1985）は，従来の1親企業単位のピラミッド
構造では下請制は捉えられなくなったとし，上記のような下請関係の流動化
の進行を，「山脈構造」という枠組みの中で捉えようとしたものである。
2．平成不況による激変
（1）下請企業の大再編成
　以下では筆者が行ったヒアリング調査等に基づき，平成不況下の下請制変
化の主要局面をまとめる。
　平成不況前の変化が，下請企業の技術力の上昇に由来するものだとすれば，
平成不況下で進行中の変化は，購入寡占企業のヘゲモニーによるものである。
　まず，第一は下請企業の大再編成である。
　具体的には，①下請企業の大幅切り捨て，②重点企業のピックアップ，③
合併による集約化である。
　①下請企業の大幅切り捨て一特に二次下請企業の切り捨て
　下請企業の大幅切り捨てが行われている。特に二次下請企業層で切り捨て
られる企業が多い。購入寡占企業と一次下請企業との問では工程が分化・専
門化され，購入寡占企業は一次下請企業の専門能力を利用している。それに
対し，一次下請企業は二次下請企業を低コスト，生産能力補完として利用す
る場合が多いからである。
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二次下請企業カットの例。
　日立製作所：日立製作所では「東海工場，多賀工場を含めて，下請企
業の「事業転換」を支援するプロジェクトを各工場，事業所別にスター
トしたが，自動車機器事業部においても，今年（93年一筆者）の8月以
来，5人一組の外注指導チームを二組組織し，協力会社一社当たり1ヶ
月間派遣し，事業転換を支援する作業を開始している。さらにこのほか，
外注管理課を中心にバスを仕立ててキャラバン隊を繰り出し，関東一円
の大手メーカーを訪問し，協力企業の仕事開拓に乗り出している。こう
した取組のなかで，自動車機器事業部の協力会メンバーは以前80社近く
あったのが現在ではその半分の40社に減少した。」（池田正孝「淘汰が
進む自動車下請け企業」『エコノミスト』93．11．30）
　カメラ組立一次下請企業（従業員120人，カメラメーカー3社の完成
品組立，ターミナル・プリンター組立等，長野県諏訪郡）：売上はピー
ク時に比べ4割減。但し，減少分は外作の削減・二次下請企業への発注
停止で対応。当社は外注比率が高く，カメラ組立の3分の2が外作であっ
た。カメラメーカーの指し値を満足させるには問接費や福利厚生費が低
く，またパート中心のため賃金の低い工場に再外注せざるをえないから
である。外注の目的はコスト安とクッションとしての利用が半分ずつで，
社内より技術が高いという理由での外注はない。その外注額もピーク時
の3分の1となり，外注比率は40％にまで低下した。（93．9　ヒアリン
グ）
　カメラ部品二次下請企業（従業員7人，鏡枠切削加工，長野県下諏訪
町）：売上は91年7，000万円，92年2，000万円と激減し，92年には2ヶ月
近く休業せざるを得なかった。ビデオカメラ部品で一時は月10万台加工
していたものがあったが，91年の暮れから受注ゼロになった。親企業に
翌日の生産計画を尋ねるが，担当の資材課長も答えられず，直前になっ
て停止を告げられた。その後，カメラ部品以外の分野を開拓し，93年の
売上は4，000万円まで回復。（93．9　ヒアリング）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
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　また一次下請企業に対してもコスト安狙いで発注している業界（カメラ等）
では一次下請企業の切り捨ても行われている。
　　Nカメラメーカー：下諏訪のカメラ部品加工メーカーでのヒアリング
　によると，Nカメラメーカーでは外注50社を納期，品質，社長の考えに
　より選別し，93年9月より20社へ削減。　（93．9　ヒアリング）
　　Oカメラメーカー：上伊奈郡の顕微鏡部品加工メーカーの話によると
　0カメラメーカーの顕微鏡事業部では，200社の外注企業の内，従業員30
　人以上，納入額3，000万円（月）以上の企業と取引し，その他企業には
　現在の発注部品は継続するが，新規部品に切り替わったら発注せずと通
　告（これにより半分近くの下請企業が切り捨てられると予想される）。
　さらに，選別された企業の中から3社のみを一次下請企業としてピック
　ァップする。　（93．9　ヒアリング）
　以上の事例から次の点が着目される。
　専門的能力のない下請企業が整理されている。二次下請企業の切り捨てが
多いのはこのためである。一次下請企業でも専門能力を武器とするのではな
く，生産能力補完的機能を果たしている場合には整理の対象となっている。
　日立製作所，Nカメラメーカー，0カメラメーカーに見られるように，既
存取引先を半分に減らすというケースをよく耳にする。従来も下請再編成は
何回か行われたが，取引下請企業数のこうした大々的な削減というのは今
回が初めてではないだろうか。このようなドラスチックな削減が可能なのは，
後述のように，東アジアを中心とする海外部品調達システムが確立されたか
らである。
　二次下請企業層の削減により下請関係の重層性が崩壊に向かっているとは
速断できないが，底辺部分での下請取引が浮動的性格の濃いものへと変化し
つつあるのは確かである。
　②重点企業のピックアップ
　下請企業を全体として削減した上，少数の生産性の高い企業を重点企業と
してピックアップし．改めて一次，二次の階層を再編成している。この狙い
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は，生産性の高い重点企業への発注集中による直接原価削減という狙いもあ
るが，管理工数削減による間接費削減も大きな狙いである。現在のコスト削
減の主要手段は海外での生産・調達だが，海外生産化によっても問接費は削
減できない。そこで，購買管理の工数削減による間接費削減を狙っているの
である。
　上記，Oカメラメーカーがその例だが，電気部品メーカー等も重点企業ピッ
クアップによる下請再編成を進めている。
　③合併による集約化
　重点企業として生き残るために合併による集約化が要求される場合もある。
次の例がその典型である。
　　スズキ自動車：スズキ自動車の鈴木社長は「従業員が100人以下の中
　小企業は他社と合併して体質を強化してほしい」と94．L26の記者会見
　で述べた。中小企業への合併の勧めは鈴木氏の10年来の持論だが，公式
　の席であからさまに発言したのは初めて。「実際，今，50人の会社と100
　人の会社の合併を進めている」。氏によるとスズキ系列の企業として望
　ましいのは「300人から400人」。このぐらいの規模でないと生産効率が
　上がらず，コスト削減競争に生きていけない。会見で鈴木社長は「合併
　しない会社は時代遅れ」「100人以下の会社には新規に仕事は発注しな
　いと過去，言い続けてきた」と歯に衣着せぬ発言をずばり。　（日経産業
　新聞94．1．27）
　協力部品メーカーの集まりである「スズキ協力協同組合」のメンバー
　100社あまりのうち殆どが100人未満。地元浜松市の中小企業を中心に波
　紋を広げている。
　鈴木氏の狙いは3つ。イ．コスト削減効果一コスト削減のため部品の
　共用化を進めているが，せっかく量をまとめても発注先が分散しては量
　産効果がでない。「ウチは過去，同じ部品を2社に発注してきたが，今
　は1社発注を進めている」。複数の会社に競わせて部品の値段を下げさ
　せる強引なやり方から1社への大量発注による原価低減という合理的な
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方法への転換。同一工場内に工程が集約化されれば物流コストも減る。
　ロ．国際化一スズキは二輪車はすでに国内生産61万台強に対し，海外生
産101万台強（94年見通し）。四輪車も海外が70万台強と国内の77万台弱
　とほぼ並び（同），95年には逆転確実。これにより完成車輸出減るが部
品輸出は増加。部品の品質・コストが海外生産の成否を決める。ハ．雇
用政策一景気回復後は3K職場の中小部品メーカーは人手不足に直面す
　る。「大きくなれば食堂もキチンとしたものが作れる」。（日経産業新
聞94．1．28）
　日産関連会社：メカトロ機器開発を目的にメカニクス中心のA社とエ
　レクトロニクス中心のN社が合併。ユニット部品からシステム部品を求
められるようになっそおり，そのためにはメカトロ化が必須。A社はシ
ステム部品を作る場合，従来，エレクトロニクスを外注に頼っていたが，
それだと開発力はつかない。なお，合併により協力企業数は過剰になっ
　たので，Q　C　D　D（Cが中心になりつつあるが）を尺度にして選別する
　（但し，倒産しないよう配慮する）。今後はトヨタヘの納入を目指す。
　日産は積極的に行えとの姿勢である。　（93．12　ヒアリング）
（2）“アジア価格”の形成
以上の下請大再編成の積杵になっているのが，　“アジア価格”の形成によ
る下請単価の「破壊」である。まず，下請単価「破壊」の状況をみてみよう。
　上場準備中の日産系中堅工作機械メーカーの下請け（神奈川県座問市）
：量と単価がそれぞれ半分以下に低下。最盛期10人いた従業員は3人
（うち2名は外国人一タイとパキスタン人）。「納品して，月末に締め
た製品でも，次の月の5，6日にならないと単価がわからない。これは
便乗値下げだ」。
　ロボット関連の部品製作企業（日産系三次下請企業，座問市）：売上
はピーク時の8割減。従業員はピーク時の10人から3人へ。単価は92年
秋に2割落とされ，93年春に3割，合わせて5割の削減。『「協力をお
願いしたい」といっても実際は強制。「協力会社」と言われているが，
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　実際は「奴隷会社」だ。バブル景気前は不況に備え，他の業種も含め4
社から仕事を受けていた。しかし，バブル景気で4社の発注に応じられ
　ず，2社に絞った。ところが，自動車関係の親会社の工場長がわざわざ
　やってきて，仕事はいくらでも出すから他をやめてと言われ，3，4年
　前に自動車関係1本に絞った。が，91年の秋，いきなり，仕事がないと
　宣言。その会社は自動車会社と設計段階からかかわっているから仕事の
　見通しはついているはずだが，全く予告なし』。「不況期になると原価
　管理の専門家が来てコストを下げさせ，納品伝票にむこうが勝手に計算
　した単価を記入させられるが，景気のいいときは，価格欄は空欄。指し
　値どおりになる。いい加減な世界だ」。　（以上の2社については，鎌田
　彗「ドキュメント日産座間工場」『現代』94．2）
　カーメーカー一次下請企業（従業員300人，うち，期問社員170人。小
物板金部品，金型製作。愛知県大府市）：93年売上は前年の9％減に止
まっている。これは取引先カーメーカーが他のメーカーより売れ行き好
調であったためである。だが，コストダウンの要請は厳しい。従来は半
年ごと加工高の2％減だったが，93年は売上高の2％減になった。加工
高換算で4％になる。また，従来は，量の出る車種用の部品のダウン率
が高いというように車種別に異なっていたが，総発注量に対しての一律
ダウンになってしまった。　（93．9　ヒアリング）
　自動車部品二次下請企業（従業員45人，大証2部上場のクラッチメー
カーにトルクコンバータクラッチ納入・売上の80％，大阪府東大阪市）
：93年の売上はピーク時（91年）の15％減。だが，量の減少はわずかで
主たる理由は単価が10％ダウンしたためである。量の減少がわずかなの
は，親企業のサブ・アッセンブリー工程を当社に完全移管したため景気
のバッファーとして利用されない仕組みになっているからである。（93．
9　ヒアリング）
　カメラ組立一時下請企業（従業員120人，カメラメーカー3社の完成
品組立，ターミナル・プリンター組立等，長野県諏訪郡）：最近は20％
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の単価ダウンの要請がきている。但し，カメラについては下げきった感
じで，これはターミナル・プリンターについての要求である。「為替レー
トが変わったのだから応分の負担をしてくれ，だめなら海外に発注する」
というのがセットメーカーの言い分である。しかも，準備が整えば東南
アジアで生産すると言っており，つなぎの措置として値下げを要求して
いるにすぎない。これへの対応策はない。　（93．9　ヒアリング）
　カメラ部品二次下請企業（従業員7人，鏡枠切削加工，長野県下諏訪
　町）1単価は「材料費＋加工賃」で切下げを要求された。92年中に2回
　あり，1回目は15％ダウンを飲まされた。2回目は10％ダウンを要求さ
　れたが，多少抵抗して5％のダウンで抑えた。親企業はカメラメーカー
　の単価表を示し，単価切下げはどうしようもないと主張する。
　下請企業により差はあるが，押し並べて下請単価は大幅に切り下げられて
いる。この「単価破壊∫の基礎にあるのが下請市場における“アジア価格”
の形成である。
　購入寡占企業は円高を理由に下請単価の破壊的切下げを要求しているが，
それを可能にしているのは，東アジアにおける部品調達システムの確立であ
る。これにより，購入寡占企業は国内下請企業をアジアの部品工場との直接
的な競争関係に巻き込み，“中国価格”，“マレーシア価格”を浸透させ，
‘‘アジア価格”の形成に成功したのである。勿論，すべての下請企業が東ア
ジアとの直接的な競争関係に巻き込まれているわけではないが，“アジア価
格”はいわば死重として下請市場に作用し，下請単価を引き下げている。購
入寡占企業は東アジア部品調達システムの確立により下請企業の競争を操作
する強力な手段を手に入れ，下請市場での「価値革命」に成功したのである。
　勿論「価値革命」に応じられる下請企業は少ない。それが，上記の下請企業
の半分切り捨てとして現れているのである。下請市場における“アジア価格”
の形成，これを積杵とする下請企業大量切り捨てによる下請大再編成，これ
が下請制激変の主要局面である。
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（3）下請制激変の基本的要因一東アジアを中心とする海外部品調達システム
　　の急速確立
　すでに，指摘したように下請制激変の主要因は購入寡占企業（電気・電子
機器セットメーカー等）による東アジアを中心とする海外部品調達システム
の確立である。勿論製品間の部品の共通化，製品のモデルチェンジ期間の
延長，セットメーカー間の製品・部品の相互供給などが下請制の構造に変化
を与えるのは問違いない。だが，最も重要なのは東アジア大での社会的分業
の形成とそれに伴う海外部品調達システムの急速な確立であり，これが今後
の日本の下請制を規定する主要因である。
　電気・電子機器業界は70年代後半からいち早く東南アジァ等に進出した業
界である。セットメーカーだけでなく部品メーカーも進出し，いわばワンセッ
トで海外化が進められてきた。さらに今回の円高を契機に進出地域の中国へ
の拡大，既存進出地域生産拠点の拡充が図られている。しかも，技術的に安
定したものであれば技術集約度の高い製品もアジアヘ移管している。国内製
品についても部品の国際調達を進め，各事業部だけでなく，本社に国際調達
部を設け戦略的にグローバルな部品調達を進めている企業もある。次の例の
ように，総合家電メーカーの中には，現在は海外調達を決断するかどうかだ
けの問題であり，もはや国内の下請企業とコストダウン交渉をする段階では
ないとする企業もある。
　　総合家電メーカー（本社大阪府）：大手部品メーカーには値下げを要
　求しているが中小メーカーには言っても無理なので要求はしない。ポイ
　ントは海外調達を決断するかどうかである。もはや親会社・下請企業と
　いう関係では物事を考えていない。当社の事業部でも競争力がなくなれ
　ば海外移管を考えざるをえない時代である。その意味で，当社事業部も
　下請企業も「対等」である。（93。8　ヒアリング）
　その他，カメラ・燃焼器具のような軽機械部門でも東アジアヘの進出が急
である。自動車の中国への進出は遅れているが，部品輸入は貿易摩擦対策を
超えて積極的に進められている（海外日系自動車メーカーが日系部品メーカー
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から調達した部品を日本に輸出するというケースもあると言われている）。
各国での現地調達率の上昇が，グローバルな規模での部品調達の選択肢の増
加をもたらしたとするメーカーもある。
　こうして東アジアを中心とする海外部品調達機構が確立した。海外調達部
品は，かつてのように技術集約度が低いものだけではない。技術が安定した
分野は技術集約度が高いものでもアジアに移管されている。国内・国外間で
の技術集約度別分業は崩れつつあり，技術的に未成熟な分野を別として多く
の分野で国内下請企業と海外部品企業（日系企業が中心だが，現地企業も成
長が著しい）は競争関係に入った。
　したがって，今後の下請制の変化に関し最も重要なのは，この競争を経て
国内下請企業と東アジア部品企業との分業関係が何を基軸にして再編成され
るのか，両者はどういうように棲み分けるのか，ということである。
　購入寡占企業の下請管理方針や下請企業の経営戦略も下請制を変化させる
要因だが，これらも，長期的には，予想される東アジアとの分業編成に沿っ
て展開されるはずである。国内と東アジアとの新たな分業編成，その結果と
しての国内下請企業の新たな分野への移行が下請制を変化させる最重要の要
因である。
（4）下請制の変化に関する仮説
　上記のポイントを念頭に置いて，日本的下請制の主要な特徴がどのように
変化するか，一つの仮説を提示する。
　今後，国内産業は次のような方向へ向かうのではないか。
　①大企業のシフトの方向一「無人化高付加価値産業」
　大企業に関し考えられるのは，先端技術により高付加価値製品を開発し，
かつ無人化・装置産業化を実現するという方向である。先端技術分野での研
究開発により高付加価値化と無人化・装置産業化を共に達成するというのが
ポイントである。高付加価値製品を開発しても賃金コストが高ければ東アジ
ァヘ移管される可能性が高い。また，無人化・装置産業化を達成しても製品
の研究開発集約度が低ければ凍アジアのキャッチアップは早い。したがって，
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研究開発集約的な高付加価値製品の開発と無人化・装置産業化を共に達成す
ることが国際的優位確立の条件となる。こういう条件を満足させる産業を
「無人化高付加価値産業」と呼ぶことにする。
　「無人化高付加価値産業」は高額の研究開発費と設備投資，これらを回収
するために量産規模の達成が必要だから，基本的には大企業向きである。し
かし，中小企業の上層には無人化を進めている企業や高度な研究開発を行っ
ている企業もあるから，一部中小企業はこの方向を目指すことになろう。
　②中小企業のシフトの方向一「オーダーメイド型高付加価値産業」
　それでは，中小企業はどういう方向に向かうか。
　中小企業は，技術レベルの高い非定型二一ズを専門技術で満足させる方向
に向かうであろう。
　今日は，消費者二一ズも産業二一ズも非定型化している。そのため，供給
側の基準を押しっけるのではなく，ユーザー個々の基準にあわせて伸縮
自在に供給しなくてはならない分野が拡大している。こういう個別ユー
ザー密着が必要な分野は海外企業より国内企業が有利であり，かつ，大企業
より中小企業が有利である。また，日本の中小企業は特定分野での試行錯誤
の繰り返しによって得られた専有度の高い「経験技術」を持っている。日本
の中小企業はこの経験技術にM　E技術を組み合わせて専門技術を完成させて
いる。経験技術を核とするこの専門技術は海外企業は簡単には真似できない
し，国内大企業も同様である。日本の中小企業は，技術レベルの高い非定型
二一ズを専門技術で満足させる分野で競争力を発揮することになる。こうい
う分野に関しては国内だけでなく，海外においても競争力を発揮できよう。
この産業分野をここでは「オーダーメイド型高付加価値産業」と呼ぶことに
する。
　こういう方向を目指している中小企業はすでに平成不況以前から存在して
いた。筆者は1985年のプラザ合意による円高をきっかけに中小企業はこの方
向に向かい始めたと考えている。このタイプの中小企業は平成不況下におい
ても着実に売上を伸ばしている。
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　　丁工業（愛知県刈谷市，従業員100人〉：自動車部品，家電・O　A機器
　部品という最も落ち込みの激しい業種でありながら売上を毎年1億円ず
　つ伸ばしている（91年20億円，92年21億円，93年22億円）。同社は定型
　的な部品も生産しているが，不況期でも売上を伸ばしているのは，プレ
　スに関する専門技術を基にユーザーの様々な技術課題に個別に答える業
　務を行っているからである。不況を突破しようと企業は様々な技術課題
　に直面する。そのため不況期ほど同社に持ち込まれる相談は多くなる。
　同社はこれを決して断らず，解決策を提案し，受注増につなげている。
　同社の技術の特徴は次の挿話に示されている。
　　『ある日，工場長がプレスのスクラップから奇妙な形状の失敗品をみ
　つけ，社長の机の上に置いておいた。プレスの金型の構造からみて理論
　的にはできない筈の形状である。普通ならば「変わっているね」程度の
　会話で終わってしまうところだが，社長はここでハッとひらめいた。
　「もし，この形状で全く同じものが繰り返し作れるなら，これは大した
　発明だ」と。たしかにこれだけのものを加工しようとすると通常だと切っ
　て，削って，磨いてと大変な工数が必要となる。それがプレスの一回の
　成形で可能ならば大発明である。この不良品は金型の段取りの失敗が原
　因だった。そこで間違えた金型の段取りをシュミレーションし，繰り返
　し試作を行い，遂にこのプレス方法を開発した。』（同社会社案内を基
　に筆者がまとめた）。　（93．10　ヒアリング）
　このように，この企業は，現場での種々の経験（特に失敗やイレギュラー
なでき事が貴重である）を基に独自のノウハウを蓄積し，大企業でも持てな
いような専門技術を確立している。そしてこれを武器にユーザーの非定型的
二一ズを満足させ，売上を伸ばしているのである。
　　A研究所（長野県坂城町，従業員170人）：同社の売上高は92年度が54
億円に対し93年度は54億円と1年間で50％も増加している。しかも，売
上の90％が輸出（輸出の半分は東南アジア向け）である。93年1月から
の円高にもかかわらず輸出を急増させたことになる。同社の製品はプラ
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　スチック射出成形機の一種で，プラスチックを原料にしたボルト成形用
　の特殊な産業機械である。そのため市場は決して広くなく，93年の出荷
　台数は146台である。受注生産が中心で，ユーザーの示したスペックに
　応じて機械と金型の設計を行い，製品試作を繰り返し，ユーザーの要求
　をクリアしたら納入し，現地では技術指導も行う。製品は規格化されて
　はいるがオーダーメイド的性格が濃い。また，同社製品は従来独立して
　いた2工程を1台の機械にまとめあげている点で画期的である。それを
　可能にしたのはプラスチック成形に関する独自のノウハウであり，この
　ノゥハウがまたユーザーの多様な二一ズに応じて成形機のスペックを変
　えることを可能にしている。　（94．7　ヒアリング〉
　このように，専門技術を必要とし，かつ，個別ユーザーの二一ズにオーダー
メイド的に対応しなくてはならない分野は海外市場でも強い競争力を発揮で
きるのである。
　以上のように，中小企業分野では「オーダーメイド型高付加価値産業」が
優位性を発揮している。
　だが，これが中小企業の基本的方向とはいえ，能力的にこの分野への移行
を展望しえない中小企業も多数存在する。その一方で，中小企業の上位層か
らは「無人化高付加価値産業」を志向する部分も現れるだろう。
　したがって中小企業に関しては，「オーダーメイド型高付加価値産業」を
志向する層，東アジァとの競合分野にとどまるをえない層，「無人化高付加
価値産業」を志向する層が併存することになると思われる。
　③日本的下請制の崩壊
　中小企業がこの3つのタイプに別れるとすれば日本的下請制はどのように
変化するか。
　まず，中小下請企業が「オーダーメイド型高付加価値産業」で存立するこ
とになれば次の理由で必然的に自立化へと向かうと思われる。
　この分野では高度・非定型な二一ズを対象にしたロットの小さい取引が行
われる。取引の対象はモノではなく問題解決に役立つブレークスルー型の技
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術それ自体となるから，購入寡占企業が長期継続的に取引し，コストダウン
を狙うメリットは少ない。一方，下請企業は受注ロットが小さいから受注額
確保のためには受注先の多角化を進めなくてはならない。また，下請企業は
独自の技術資源を存立基盤としているから購入寡占企業から得られる情報は
少なく，逆に購入寡占企業への技術情報の開示も拒むであろう。そのため，
購入寡占企業との間で情報共有的関係は結ばれず，この面でも長期継続的関
係を形成する動機は薄れると思われる。購入寡占企業の管理メリットは少な
く，下請企業の従属の“メリット”も希薄化し，専属性と長期継続的取引は
消滅するであろう。これにより従来の日本的下請制の特徴は喪失し，それだ
けでなく下請関係そのものも崩壊する可能性が高い。
　「オーダーメイド型高付加価値産業」に移行する能力を持たない中小下請
企業層は，東アジアとの競争関係に規定され，低い下請単価と不安定な受注
に甘んじざるをえないだろう。したがって，取引関係は不安定化，浮動化し，
この層に関してはネガティブな形で日本的下請制の特徴が失われるであろう。
但し，この層が「オーダーメイド型高付加価値産業」のサポーティングイン
ダストリーとして再生する可能性はある。
　「無人化高付加価値産業」を志向する上層下請企業に対しては，寡占大企
業からの発注が集中するだろう。だが，現在すでに上層下請企業がそうであ
るように，この下請企業層は優れた技術を武器に取引先の多角化を進め，購
入寡占企業の方もコストダウンのためにそれを奨励するであろう。したがっ
て，他の下請企業層に比べれば特定企業との準内部組織的関係は依然強いも
のの，次第にその関係は弱くなるであろう。この点でも日本的下請制の特徴
は薄まるであろう。
　以上の結論を一言でいえば，下請企業の一方での自立化（「オーダーメイ
ド型高付加価値産業」と「無人化高付加価値産業」へ移行する層）と他方で
の浮動化（東アジアとの競合分野にとどまる層）により，「外注関係の管理
化・準内部化」という日本的下請制の特徴は崩壊するということである。
　なお，以上の他に次の点をつけ加えておく。
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　購入寡占企業はバブル景気の時から系列にとらわれない外注方針を打ち出
していた。これは下請関係における一つの基本的傾向であった。この基本的
傾向は平成不況突入後急激に勢いを増した。さらに，我々の調査ではもはや
親企業・下請企業という枠組みで外注先との関係を考えないと明言している
大企業もあり，下請関係そのものの否定の動きも見られる。産業分野のシフ
トとは相対的に独立して，こういう購入寡占企業の外注方針もまた日本的下
請制の崩壊を進めていることはいうまでもない。
　極めて粗削りだがわが国の下請制の変化を予測してみた。論証は不充分だ
が，下請制の変化に関する一つの仮説の提示という意味はあると考える。
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